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出典：地域公共交通確保維持改善事業 事業全体の概要（国土交通省） 

＜http://www.mlit.go.jp/common/001126307.pdf＞ 

図 地域公共交通確保維持改善事業の概要 

 
出典：地域公共交通確保維持改善事業 事業全体の概要（国土交通省） 

＜http://www.mlit.go.jp/common/001126307.pdf＞ 

図 地域公共交通確保維持改善事業の支援内容  
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 交通サービス調査事業（訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業費補助金） 

訪日外国人旅行者数 4,000 万人、6,000 万人の実現に向けて、滞在時の快適性及び観光地の

魅力向上並びに観光地までの移動円滑化等を図るため、以下に掲げる事業を対象として補助金

の交付を行うことにより、訪日外国人旅行者の受入環境整備を行うための緊急対策を促進する

ことを目的としている。 

交通サービス調査事業は、訪日外国人旅行者等が移動を円滑に行うための交通サービスに関

する調査に係る事業（二次交通対策に係るものに限る。）で、補助対象事業者は、都道府県、

市区町村、交通事業者若しくは交通施設の管理者等からなる協議会又は都道府県若しくは市区

町村となっている。 

補助対象経費は、調査に要する費用（協議会開催等の事務費、地域のデータの収集・分析の

費用、訪日外国人旅行者を含む利用者アンケートの実施費用、専門家の招聘費用、訪日外国人

旅行者等への周知事業の費用、短期間の実証調査のための費用等）が補助される。 

 

表 計画策定に関する補助率 

事 業 名 補助率 

交通サービス調査事業 
1/2 

（上限額１,000 万円） 
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(2) 事業制度 

 事業制度の種類 

 軌道運送高度化事業（ＬＲＴの導入） 

軌道運送高度化事業は、地域公共交通の活性化及び再生に関する法律に基づき策定された、

地域公共交通網形成計画における軌道運送高度化実施計画に基づき実施される事業である。 

ＬＲＴの導入等により、定時性の確保、速達性の向上、快適性の確保等の運送サービスの質

の向上を図る事業である。また、法律上の特例として、計画認定による軌道特許のみなし取得、

軌道事業における上下分離方式が認められるとともに、地方債の特例を受けることができる。 

 

 道路運送高度化事業（ＢＲＴの導入） 

道路運送高度化事業は、地域公共交通の活性化及び再生に関する法律に基づき策定された、

地域公共交通網形成計画における道路運送高度化実施計画に基づき実施され、ＢＲＴ等の導入

による定時性、速達性及び快適性に優れた道路運送を確保する事業である。 

国土交通大臣の計画認定により、地域公共交通確保維持改善事業費補助を受けることができ

る。 

また、法律上の特例として、道路運送法の特例（道路運送法 15条）として、計画認定による

事業許可等のみなし取得、地方債の特例を受けることができる。 
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 支線整備事業に関する支援制度 

 ＬＲＴ導入支援制度の変遷 

A． 当初のＬＲＴ導入支援制度 

ＬＲＴ新線整備における補助事業は、平成９年に創設された路面電車走行空間改築事業によ

って始まっている。この事業制度を最初に適用した事例は豊橋鉄道で、駅前広場整備事業に合

わせ、結節機能向上を図るため軌道を 140ｍ延伸させた。また、富山ライトレールも同事業の適

用を受けた路線である。 

下図の通り平成 21 年度まではＬＲＴ総合整備事業としてＬＲＴの導入促進が進められてい

た。これは、ＬＲＴプロジェクトの促進のため個別補助事業を同時採択し総合的、一体的支援

を行うことを狙いとしていた。 

個別補助事業は、それぞれ旧運輸省である鉄道局による軌道事業者に対するＬＲＴシステム

整備費補助（1/4 補助）と旧建設省である道路局、都市局による地方公共団体に対する道路特別

会計を活用した路面電車走行空間改築事業（1/2 補助）、一般会計による都市交通システム整備

事業（1/3 補助）に分けられる。現在、これらが統合された形になっているが、当初の補助制度

から大きく内容は変わっていない。 

当初は、鉄道局補助として低床式車両、車庫、変電所等インフラ部分で無い部分が支援され、

道路局、都市局補助として走行路面や停留所等の道路本体として認められる部分への道路特別

会計による支援と車両を除くそれ以外の部分への一般会計による支援がなされ、各局同士の大

まかな役割分担がなされていた。 

  
出典：第２回「人間重視の道路創造研究会」説明資料（国土交通省） 

＜http://www.mlit.go.jp/road/ir/ir-council/manvaluing/2pdf/2.pdf＞ 

図 ＬＲＴ総合整備事業（旧事業制度）の概要 

  

H19 年創設 

H９年創設 

H17 年創設 
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その後、平成 22 年に社会資本整備総合交付金が創設され、平成 23 年に地方公共交通の活性

化及び再生に関する法律に基づく地域公共交通網形成計画、軌道運送高度化実施計画等への支

援として地域公共交通確保維持改善事業が創設された。２つの補助スキームの大きな違いは、

基本補助率（5.5/10 と 1/3）と補助対象者（地方公共団体等と鉄軌道事業者）である。 

 

1.社会資本整備総合交付金（社会資本総合整備計画を策定し事業を位置付け） 

2.地域公共交通確保維持改善事業（地方公共交通の活性化及び再生に関する法律に基づく

地域公共交通網形成計画、軌道高度化実施計画を策定し事業を位置付け） 

 

 
出典：ＬＲＴに対する支援制度について（国土交通省 鉄道局資料） 

図 平成 28 年 11 月までのＬＲＴ整備に対する総合的な支援スキームの概要（旧支援スキーム） 
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B． 現在の支援制度 

ＬＲＴ整備の補助スキームについては、 

1.社会資本整備総合交付金（社会資本総合整備計画を策定し事業を位置付け） 

2.訪日外国人旅行者受入環境整備緊急対策事業（ＬＲＴ整備計画に基づくＬＲＴシステム

整備） 

3.訪日外国人旅行者受入基盤整備事業 

4.訪日外国人旅行者受入加速化事業 

の４つが存在する。 

上記の内、3.及び 4.は平成 28 年 11 月に創設された支援制度で、訪日外国人旅行者数 4,000

万人、6,000 万人の実現に向けて、ハード・ソフト両面からの受入環境整備を通じた訪問時・滞

在時の利便性向上を図るために創設された。ＬＲＴ整備は「交通サービスインバウンド対応支

援事業」が対象となるが、補助スキームはこれまでの地域公共交通確保維持改善事業と変わら

ない。 

 

上記、1.と 2.3.4 の補助スキームの大きな違いは、基本補助率（5.5/10 と 1/3）と補助対象

者（地方公共団体等と鉄軌道事業者）である。 

 

 
出典：ＬＲＴに対する支援制度について（国土交通省 都市局資料） 

図 現在のＬＲＴ整備に対する総合的な支援スキームの概要 

次頁以降、各補助の概要を示す。 
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 支援制度の内容 

A． 社会資本整備総合交付金 

制度の概要 

社会資本整備総合交付金は、地方公共団体等が行う社会資本の整備その他の取組を支援する

ことにより、交通の安全の確保とその円滑化、経済基盤の強化、生活環境の保全、都市環境の

改善及び国土の保全と開発並びに住生活の安定の確保及び向上を図ることを目的としている。 

社会資本整備総合交付金は、国土交通省所管の地方公共団体向け個別補助金を一つの交付金

に原則一括し、地方公共団体にとって自由度が高く、創意工夫を生かせる総合的な交付金とし

て平成 22年度に創設された。 

 

 
出典：社会資本整備総合交付金の概要（国土交通省） 

＜http://www.mlit.go.jp/common/001180372.pdf＞ 

図 社会資本整備総合交付金の概要 

 

ＬＲＴ等軌道事業の整備を行う場合には、基幹事業を道路事業とするものと市街地整備事業

とするものの２種類がある。 

表 ＬＲＴ整備に関する補助率 

事 業 名 補助率 

基幹事業を道路事業とするもの 5.5/10 

基幹事業を市街地整備事業とするもの： 

都市・地域交通戦略推進事業（都市交通システム整備事業） 
1/3 
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出典：都市・地域総合交通戦略について【概要】（国土交通省） 

＜http://www.mlit.go.jp/common/001018987.pdf＞ 

図 都市・地域総合交通戦略推進事業の概要 

補助対象者 

地方公共団体等 

補助の内容 

ⅰ）都市・地域交通戦略推進事業（都市交通システム整備事業） 

1.事業費：全体事業費１億円以上 

2.地区要件：一または二に該当する地区 

一 次の要件のいずれかに該当する地区であること。 

ⅰ）立地適正化計画を策定している区域 

ⅱ）都市鉄道等利便増進法第14条第11項に規定する認定を受けた交通結節

機能高度化計画において定められている又は定められることが確実と

見込まれる同条第２項第２号の区域 

ⅲ）バリアフリー法第25条第１項に規定する基本構想において定められて

いる又は定められることが確実と見込まれる同条第２項第２号の区域 

ⅳ）歴史まちづくり法第５条第８項に基づく認定を受けた歴史的風致維持

向上計画の重点区域に定められる又は定められることが確実と見込ま

れる区域（区域内で整備される施設等と密接に関連して区域外で整備され

る施設を含む。） 

二 都市・地域の将来像実現のための都市交通施策や実施プログラム等を内容と

する総合的な交通戦略を策定している又は策定することが確実と見込まれる区

域 

※立地適正化計画に位置付けられていない事業については、鉄道、バ

ス等でピーク時間運行本数が片道で１時間あたり３本以上ある公共

交通に係るものに限る。 
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3.交付対象事業内容 

（社会資本整備総合交付金交付要綱 付属編 付属第Ⅱ編226,227pより抜粋） 

○公共的空間等の整備に関する事業 

(1)～(8) 略 

(9)路面電車・バス等の公共交通に関する施設の整備 

(10)(1)から(8)までの施設の代替となる又は(1)から(9)までの施設と一

体となった鉄道施設等の整備 

○公共的空間又は公共空間の整備に併せて実施される次の事業 

(1)都市情報提供システムの整備 

(2)地下交通ネットワークの管理安全施設の整備 

(3)歩行活動の増加に資する施設の整備 

(4)公共交通機関の利用促進に資する施設の整備 

 

4．補助の内容 

（社会資本整備総合交付金交付要綱 付属編 付属第Ⅲ編524p,528pより抜粋） 

本事業の基礎額は、地方公共団体が実施する事業にあっては、次に定める事業に要

する費用の３分の１（ただし、立地適正化計画に位置付けられた事業のうち、居住誘

導区域内で人口密度が 40 人/ｈａ以上の区域内において実施する事業又は居住誘導

区域外において都市機能誘導区域であって、中心拠点区域の要件を満たす区域又は連

携生活拠点区域の要件を満たす区域を結ぶ公共交通に係る事業については２分の１

とする。） 
路面電車・バス等の公共交通に関する施設の整備路面電車・バス等の公共交通（戦

略に位置づけられているものであり、かつ、事業に必要な特許等を受けている又は受

けることが確実なものに限る。）に関する停留所（立地適正化計画に位置付けられた

事業であって、かつ、戦略（ただし、国土交通大臣の認定を受けているものに限る。）

に位置付けられた事業であって、かつ、再編実施計画に位置付けられた地域公共交通

再編事業に係るものに限り、民間建築物との合築や民間施設の一部を購入する費用を

含む。）、車両基地等の施設（車両（車両改造を含む。）を除く。）の整備に要する費用

のうち、次に掲げるもの。 

(1)設計費 

①基本設計費 公共交通に関する施設の基本設計に要する費用 

②実施設計費 公共交通に関する施設の実施設計に要する費用 

(2)施設整備費 

公共交通に関する施設の整備に要する費用 
  


